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研究成果の概要（和文）： 

 

ほぼ全ての中央省庁の本省及び外局としての庁の課長級以上の役職について、『職員録』に基

づいて 1950 年から 2000 年までの履歴をデータ化した。このデータを基にして事務次官などへ

至るキャリアパターンを分析し、各省庁それぞれの重要ポストがあること、それらは環境変化

や組織変更の影響を受けて変化すること、省庁によってその特徴や変化が異なることなどを発

見した。と同時に、多数の官僚へのインタビューを行い、省庁の人事や出向のシステムについ

て分析した。以上の結果を、学術論文などの形で公表した。 

 
研究成果の概要（英文）： 

   

 Personnel records of all the directors, their equivalents or above at central ministries and 

agencies were totally collected from “List of Personnel” from 1950 to 2000, and input as 

computer data. Based on such data, career patterns of Vice Ministers were analyzed to find 

out that each ministry and agency had its own critical posts, that such patterns were 

changing affected by environmental or organizational changes, and that such patterns and 

changes were different from a ministry to a ministry. In parallel, interviews to so-called 

career-bureaucrats were conducted to understand bureaucracy’s systems of personnel 

management and temporary transfers. Based on these activities, research papers were 

written and published.  
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１．研究開始当初の背景 

 

 中央省庁のキャリア官僚の人事履歴、即ち、
どのような局長、課長といった役職を経験し
たかには、「次官コース」、「出世コース」と
呼ばれるような明確なパターンがある。それ
は、同じ課長という役職の中でも特定の分野
を重視して、将来次官に就任するような優秀
な人材を選抜して割り当てていると考えら
れる。それは、各省庁の各時代における戦略
的意図の表れであり、それを解釈することに
より、省庁の政策などの変化が読み取れるの
ではないかというのが、研究代表者の仮説で
ある。 

 先行研究においても、ジャーナリストなど
が人事パターンの存在を広く指摘しており、
そもそも官僚実務家自身がそれを強く意識
している。更に学術研究においても、部分的
にそのパターンを省庁の分析に利用したも
のがある。しかし特定の省庁の人事履歴全体
を網羅し、かつ 50 年といった長期間にわた
ってデータを集め、長期的な変化を分析した
例は、郵政省と通産省について行った、拙著
『イノベーションと政治学 情報通信革命
＜日本の遅れ＞の政治過程』以外には存在し
ない。 

 中央省庁の大きな特徴であり、官僚個人の
追求対象の現れとも言える人事履歴のパタ
ーンを包括的に解明することには、省庁の意
思や政策の変化を理解する上で、大きな意義
があると考えられる。 

 

 

２．研究の目的 

 

(1) 人事履歴のデータ化 

 

戦後の日本の全中央省庁（大臣庁）につい
て、本省及び外局としての庁のキャリア官僚
の課長級以上の役職についての人事履歴を
データ化することである。全省庁について、
かつ 50 年にもわたった形で、このようなデ
ータは整理された形では存在しない。データ
収集という地道な作業を行い、その結果を公
表することによって、学界に幅広く貢献する
ことができる。 

 

(2) 人事パターンの分析 

 

上記のデータを使って人事パターンを分
析することである。そもそも全ての省庁に人
事パターンがあることは明示的に確認され
ておらず、あったとしてもそれが省庁間でど
のように相違するかは明らかにされていな
い。全省庁について分析を行うことにより、 

 

日本の官僚制を人事面から理解する上で助
けになる。 

 

(3) 官僚人事履歴分析の手法としての確立 

 

上記のデータ分析を踏まえ、このような分
析手法の妥当性を示すことである。先行研究
では、限られた役職のデータを複数の情報源
などから不完全な形で収集することが多く、
またその研究手法としての妥当性が深く考
察されることはなかった。今回、同一の情報
源から 50 年間にわたるデータを収集するこ
とにより、人事パターンについて包括的に検
証することが可能になり、この研究手法の有
効性や限界、留意点を示すことができる。 

 

 

３．研究の方法 

 
(1) 人事履歴データの収集 

 
大蔵省印刷局が毎年発行してきた『職員

録』から、全省庁の本省及び外局としての庁
における、課長級以上の人事情報を収集した。
学生のアルバイト 6名にその意義やノウハウ
を十分に教育した上で、戦後約 50年分の『職
員録』を収集し、エクセルシートへの人事デ
ータの入力作業を行った。研究代表者はその
作業の進行を管理すると共に、適宜成果物を
チェックすることにより、入力ミスがあれば
訂正させるなどし、着実にデータ収集作業を
進めた。 
 
(2) 人事パターンの分析 
 
 上記のようにして集めた各年度のデータ
を下に、各省庁の人事パターンを分析した。
事務次官あるいは次官級と呼ばれる役職、更
に局長に就任した官僚ごとに、人事履歴を整
理し直すことで、それぞれの役職に至るまで
の経路を 50 年間にわたって再現した。その
結果、「次官コース」や「出世コース」と呼
ばれる人事パターン、即ち、どの役職が重要
視されているかを解明し、その特徴を明らか
にすると共に、その変化を確認した。またそ
れら結果を他省庁のものと比較することに
より、変化の原因を考察した。 
 
(3) 官僚へのインタビュー 

 
官僚の人事システムを理解し、人事パター

ンの妥当性を確認するため、官僚に対してイ
ンタビューを行った。人事システムや出向の
あり方などについて、多数の官僚から意見を
伺い、幅広く人事異動のあり方や原理を考察
すると共に、人事履歴の分析の参考にした。
特に内閣官房については、近年重要性を高め



 

 

ている官僚組織であると共に、各省庁からの
出向者から成るという特殊性に鑑み、重点的
にインタビューを行い、人事面からその特徴
の解明を目指した。 
 
 
４．研究成果 
 
(1) 人事履歴データの収集 
 
（旧称で）内閣官房、郵政省、通商産業省、

総理府、大蔵省、外務省、農林水産省、厚生
省、運輸省、建設省、自治省、総務庁、防衛
庁、経済企画庁、環境庁、国土庁、沖縄北方
開発庁について、上記の人事履歴情報を 50
年間にわたって収集し、エクセル上にデータ
化した。 
これらは全て、『職員録』という政府の一

次資料を情報源とし、同一の基準に基づいて
作成した。このような形で、包括的かつ膨大
な量にのぼるデータが整理されたのは、初め
てであろう。 
 
(2) 人事パターンの分析 
 
上記データを下に、各省庁の人事パターン

を分析した。その結果、各省庁共に次官コー
スと呼ばれるような明確なパターンがある
こと、省庁によって外局としての庁の長官、
本省局長、大臣官房長などの位置づけは異な
ること、そのようなパターンは時代によって
変化が見られること、その変化とは大きな環
境変化や組織変更の影響を受けていること
が多いこと、従ってそれは各省庁の戦略的意
思を表していると言えること、などが確認さ
れた。 

特に大蔵省から内閣官房への出向者であ
る内閣官房副長官補（旧内閣内政審議室長）
について、50 年程度の人事履歴を具体的に分
析した結果、その出向時点の役職のランクが
歴史的に上昇し、かつその出向者の前後の役
職の格も上昇していることを発見した。この
データに裏付けられた歴史的変化を踏まえ、
省庁にとっての内閣官房の重要性の向上を
主張する論文を執筆した。 
 
(3) 人事出向システムの解明 
 
特に内閣官房への出向について、多数の経

験者に対してインタビューを行うにより、そ
の実態を解明した。出向に当たって親元省庁
からの指示を受ける場合と受けない場合が
あること、一般に言われている以上に、内閣
官房では省庁の利害から離れて活動してい
ること、一方でそのような活動には内閣官房
内での人間関係や官邸との関係、内閣のリー
ダーシップが影響すること、などを明らかに

した。 
 この成果を元に、内閣官房副長官補室によ
る政策の総合調整の実態について、論文を執
筆した。階統的である既存の省庁とは異なる
組織原理によって、異なる人事関係によって、
内閣官房による総合調整がなされているこ
とを指摘した。 
 
(4) 分析手法としての考察 
 
 ほぼ全省庁について、人事履歴データを収
集し、人事パターンの存在を確認したことに
より、これのデータとしての有意性が明らか
になった。更にインタビューなどに基づいて、
その意義を考察することにより、分析手法と
しての妥当性や留意すべき点が明らかにな
った。 
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